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研究成果の概要（和文）：社会的な課題の解決には，科学技術，経済，政治などの様々な要素が複雑に絡み合った問題
の構造を学際的な観点から正確し，イノベーションを創出する必要がある。これまでの産学官連携は，比較的限られた
アクター間でネットワークを形成し，主に特定の産業における技術的な開発を目的としていた。それに対して，サステ
イナビリティなどの社会的課題に向けたイノベーションの創出においては，必要となる知識が非常に多様で，関連する
ステークホルダーがより広範に社会に存在する。したがって，様々なステークホルダーとの連携を通じて、関連する多
様な知識を統合的な活用し、社会実験を実施していくことが効果的である。

研究成果の概要（英文）：To tackle with societal challenges, it is of critical importance to promote 
innovation based on a solid understanding of the structure of problems involving in complex ways various 
factors including science, technology, economy, and politics from inter-disciplinary perspectives. As the 
existing models of university-industry-government collaboration tend to focus on narrowly-defined 
technical issues, a new approach to promoting collaboration with a variety of relevant stakeholders will 
be effective for integrating relevant knowledge and implementing social experimentation.

研究分野：イノベーション研究、科学技術政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
これまでの産学連携における大学の機能は，
将来の産業化を視野に入れた技術開発に対
して協力し貢献することが主であった。通常
の技術開発に関する産学官連携においては，
競争力のある技術の開発に向けて産学官の
利害が一致し易く，関連する制度の形成にあ
たっても，産学官のネットワークに含まれる
アクターはある特定に産業に関わるアクタ
ーに限定されており，その間での連携は円滑
に機能した。産業の振興という点において，
大学，企業，政府の利害の一致が比較的明確
であるような特定の技術開発とは異なり，関
係するステークホルダーが多様で，その間の
関心やインセンティブの調整が難しい場合
には，戦略的にイノベーションを促進するよ
うな仕組みを導入することは容易ではない。
環境問題のように外部性を有する課題にお
いては，関係するステークホルダーの利益が
必ずしも一致するとは限らず，従来の形での
産学官連携が有効に機能しない可能性があ
る。実際，鉛フリーはんだのケースでも，環
境規制にかかわる制度形成に関しては，研究
開発ネットワークの政策立案に対する影響
はほとんど見られず，電気電子製品における
鉛含有はんだの使用禁止は現在においても
導入されていない。 
サステイナビリティに関する課題は，環境，
経済，社会の側面が相互に複雑に絡み合って
いて，各個人・組織がそれぞれ単独で対処し
ていくことが困難であるため，ネットワーク
を通じて多様な主体が持つ知識を活用して
共創的に取り組むことが求められる。例えば，
気候変動問題の背景には，科学，経済，政治，
社会などに関して細分化された形で成長し
た知識が，それぞれの相互依存性を十分に考
慮されずに活用されてきたことが存在して
いる。そうした課題への対応においては，ロ
ーカルな状況・文脈に応じて関連する知識を
適切な形で組み合わせて，長期的な観点から
イノベーションを生み出す必要がある。特に，
サステイナビリティの観点からは，多くの要
素が相互依存しているシステム的な構造と，
それがダイナミックに変化する長期的なプ
ロセスを理解することが非常に需要であり，
そのためにはこれまで各学問分野で蓄積さ
れてきた知見を学融合的に活用することが
有効である。そこには，自然環境のメカニズ
ムに関わる自然科学，技術的対策に関わる工
学，組織の意思決定に関わる経済・経営学，
公共政策に関わる行政学・政治学，社会にお
けるアクターの認識・行動に関わる社会学，
膨大・多様なデータ・情報を収集・分析する
ためのデータ・サイエンスなどが含まれる。 
これまで知識の創出の役割を担ってきた近
代の大学の構造は，基本的には各学問分野に
特化された学科・専攻を基盤とした分業モデ
ルに基づいてきた。各学問領域には独自の学
問的なフレームワークやアプローチが存在
し，それぞれの内部のコミュニティーにおけ

る関心や規範に従って研究活動を行うよう
な強いインセンティブが働き，また研究成果
もそれぞれの評価基準によって評価され，そ
れがコミュニティー内での評判や昇進につ
ながる。その結果，学問領域の間での共同研
究や学際的な研究は相対的に抑制されるこ
とにつながり，必ずしも学問分野によって区
切られているわけではない社会的な課題に
対して，大学の研究者が包括的な観点から取
り組みを行うことを困難にしてきた。また，
大学は時代や地域に関係のない普遍的な真
理を追究する組織として，ある場所を特定し
た問題解決や，地域・コミュニティーに実際
に存在する問題への具体的な解決法をさぐ
る研究に対して比較的関心が薄かった。さら
に，近年科学技術に関する知識の高度化と専
門化が急速に進む中で，分業化された大学の
研究者が単独で社会的課題に取り組むには，
その解決能力に大きな制約がある。 
社会に現実に存在している問題は，様々な
側面が相互に依存した入り組んだ構造を持
っており，それが時間によって変化するよう
な性質を持っている。そうした複雑でダイナ
ミックな問題は，伝統的な学問的なアプロー
チに対して本質的な限界を提示することに
なり，その結果として，実際に関わっている
ステークホルダーが持つ様々な知識を取り
入れて，包括的な観点から取り組むことの重
要性が生じてくる。この点に関しては，もと
もと Gibbons らによるモード (Mode) 論に
おいて議論されてきた。すなわち，現代にお
ける科学研究においては，問題設定が社会と
いう文脈の中で決まり，その問題解決には学
問分野を横断する形での取り組みが必要と
されるのであり，関係するステークホルダー
は大学研究者に限定されず、政府や企業、市
民などより広範囲なアクターも含まれる。最
近の研究では，学問分野の枠組みを超える学
際的な (Interdisciplinary) 研究に加えて、
大学における学術研究者と社会における実
務担当者が互いに積極的に協力することで，
問題解決に向けた知識を生み出すトランス
ディシプリナリーな (Transdisciplinary) ア
プローチの重要性が重視されるようになっ
ている。 
このような背景の下，大学がサステイナビ
リティなどの社会的な課題の解決に関して
積極的にアジェンダを発信し，民間企業の参
加を積極的に募り，公的機関や非営利組織
（NPO）と広く連携して，共同で問題の解決
に向けたイノベーションの創出と普及を目
指す方向性が生まれている。ネットワークを
通じて知識の創出と制度の形成が進み，イノ
ベーションの方向性と速度に大きな影響を
与えるため，大学，産業，政府，NGO など
社会における様々なステークホルダーが連
携することができるようなプラットフォー
ムを形成することが極めて重要となる。大学
が先導して関連するステークホルダーを早
い段階から巻き込むことによって，課題に関



する多様な視点や立場を理解し取り入れる
ことが可能となる。その上で，新たな技術や
システムをステークホルダーと共同で現実
の環境の下で社会実験を行うことによって，
大学の実験室では得られなかった知見を蓄
積し，さらに研究開発にフィードバックする
ことができる。そのような反復的なプロセス
を経ることによって，社会的に強靭なイノベ
ーションを創出することが期待される。ステ
ークホルダーとのネットワークを通じた技
術変化と制度形成の共進化のプロセスは，そ
の置かれた地域や歴史的な条件によって影
響されるため，イノベーションに向けた大学，
産業，公的機関，市民社会を含めたステーク
ホルダーの協力・連携は，多様な形態を取り
うる。 
これまで大学は，グリーン・キャンパスや
カーボン・ニュートラル・キャンパスなど自
らの組織や活動を通した取り組みを中心と
して行ってきたが，最近になって世界の著名
な大学は，キャンパスの垣根を越えて産業や
政府や市民社会とのパートナーシップを構
築することを積極的に開始している。社会の
多様なステークホルダーと連携し，地域の持
続可能な変容を引き起こすことを目指した
先進的な取り組みが，世界各地の大学に生ま
れてきている。大学が現実の社会の問題に取
り組み，「生きた実験室」(Living Laboratory) 
として地域を活用するために外部のパート
ナーと手を組んだ歴史的な事例としては，ア
メリカでランド・グラント大学が創立された
19世紀までさかのぼることができる。しかし
近年の先進的な大学の取り組みは，より統合
的な観点から地域のサステイナビリティを
追求するため，分野を超えたパートナーシッ
プを形成している。1980 年代以降のいわゆ
るアントレプレナー大学では，社会への貢献
のためのチャンネルとして，主に大学で開発
された技術の移転や研究成果の商業化を通
じた経済的な利益に焦点があてられていた。
最近のサステイナビリティに向けた取り組
みにおいては，大学が主導してステークホル
ダー連携を形成し，社会実験を通じたイノベ
ーションを生み出すことで，効率性とレジリ
エンスを兼ね備えた持続可能な社会への移
行を促す役割を果たし始めている。産業にお
ける技術開発を通じた経済発展に加えて，社
会の様々な領域で顕在化しつつある課題の
解決に向けて，大学がどのような形で関係す
るステークホルダーと連携し，イノベーショ
ンを創出することができるのか、そのメカニ
ズムとプロセスを理解することが求められ
る。 

 
２．研究の目的 
中国やインドなど新興国を中心として経済
成長が続く一方で、地球規模におけるエネル
ギー・水・食料などの資源の供給量，また自
然環境を損なうことなく受け入れることの
できる環境容量に関わる長期的な制約から，

持続可能性（サステイナビリティ）に関する
懸念が強まっている。気候変動などサステイ
ナビリティに関わる問題の多くは，対象とす
る空間が広範囲に亘るため関係する要素の
間の相互依存関係が非常に複雑であり，かつ
次世代を含む長期間に関わるため不確実性
が極めて大きいという特徴を持っている。こ
うした様々な要素が複合的に関わる問題の
解決には，未来の状態に関する予測・ビジョ
ン，環境変化の観測システムの開発，組織・
制度・行動面での適応，そしてイノベーショ
ンの創出・普及に向けて、科学、技術、経済、
政治などを含めた多様な側面に関する知識
を統合的に活用することが求められる。 
これまで自然，人間，社会に関わる多様な
知識を創出してきた大学は，サステイナビリ
ティのような社会的な課題の解決に関して
積極的にアジェンダを発信し，民間企業の参
加を積極的に募り，公的機関や非営利組織
（NPO）などのステークホルダーと広く連携
して，イノベーションの創出と普及を促進し
ていくことが期待されている。その一方で，
科学技術を中心として知識の高度化と専門
化が急激に進んでおり，各個別分野の研究者
が他の領域の知識を把握し，理解することが
困難になっている。特定の領域における具体
的な技術的課題に対しては，大学，産業，公
的機関における関連するアクターがそれぞ
れ蓄積している知識を提供・共有し，解決策
となる共通の新しい技術の開発に向けて連
携する仕組みが効果的に機能した。しかし，
サステイナビリティのような複雑な課題に
対応したイノベーションを創出していくた
めには，科学技術のみならず，経済，社会，
制度に関する様々な側面を考慮し，関連する
学問分野における知識を効果的に統合して
いくことが必要となる。また，そのプロセス
に関係するステークホルダーも多様で，それ
ぞれが持っている知見や期待が異なってい
るため，これまで比較的有効に機能してきた
産学官連携の仕組みが必ずしも適切ではな
い。特定の技術的な課題の解決にフォーカス
した従来からの産学官連携を修正し発展さ
せ，より多様な学問領域に関わる知識を活用
し，大学，産業，政府・公的機関、非営利組
織（NPO）を含めたより広範なステークホル
ダーとの連携を通じて，どのように社会的な
課題に向けたイノベーションを効果的に促
進していくことができるかが問われている。 
 
３．研究の方法 
本研究では，通常の産学官連携の取り組み
の特徴と課題を検証し，それを踏まえて，社
会的な課題の解決に向けたイノベーション
を生み出す仕組みとして，大学を中心とする
ステークホルダー連携の形成を通じた社会
実験のメカニズムとプロセスを分析した。伝
統的に大学が果たしてきた機能を振り返り，
特に近年イノベーション創出に向けた産学
官連携が重視される背景とその特徴を検討



した。これまでの産学官連携は主に特定の領
域における技術的な開発を目的としており，
比較的限られた範囲でのネットワークを通
じて技術と制度の共進化が進められてきた
ことを議論した。サステイナビリティなどの
社会的課題に向けたイノベーションの創出
においては，必要となる知識が非常に多様で，
関連するステークホルダーがより広範に社
会に存在することを指摘し，それに向けた取
り組みとして，大学が主導してステークホル
ダー連携を形成し、互いに協働して社会実験
を実施していくことの重要性を議論した。そ
の具体的な事例として，スイス連邦工科大学
チューリッヒ校による 2000 ワット社会バー
ゼル・パイロット・リージョンを対象として，
文献調査を基にした調査に加えて，現地調査
と電話による関係者へのインタビューを行
うことで、詳細なケース・スタディーを行っ
た。この事例の分析による知見を基にして，
社会的な課題の解決に向けて，大学が主導し
てステークホルダー連携を形成し，関連する
様々な知識を活用しながら社会実験を通じ
てイノベーションを創出していく際に，重要
となる要素の検討を行った。 
 
４．研究成果 
これまでの産学官連携は，主に特定の領域
における技術的な開発を目的としており，比
較的限られた範囲でのネットワークを通じ
て技術と制度の共進化が進められてきた。そ
れに対して，サステイナビリティなどの社会
的課題に向けたイノベーションの創出にお
いては，必要となる知識が非常に多様で，関
連するステークホルダーがより広範に社会
に存在することが大きな特徴である。それに
向けて，大学が主導して関係するステークホ
ルダーとプラットフォームを形成し、社会実
験を通じてイノベーションを創出していく
可能性は非常に大きい。 
ETH チューリッヒ校による 2000 ワット社
会バーゼル・パイロット・リージョンはそう
した先導的な事例の一つである。その分析か
ら，このようなプロセスを効果的に実行する
際に重要となる要素を見出すことができる。
それには，科学的知見に基づいたビジョンの
提案・共有，ステークホルダーとのプラット
フォームの形成，明確で具体的な目標の設定，
大学の研究者と産業の実務家との協働，幅広
いステークホルダーの積極的な参加，社会実
験を通じた新しい技術とシステムの開発，意
思決定者へのフィードバック，制度設計への
効果的な反映，社会における正統性の獲得と
普及などが含まれる。本研究では一つの事例
を取り上げて分析を行ったが，様々な領域や
条件の下でのより多くの事例の分析を行う
ことで，より一般的な観点から，大学が主導
してプラットフォームを形成し，関係する
様々なステークホルダーと連携して社会的
な課題に向けたイノベーションを創出して
いくメカニズムを検討することが可能にな

る。 
また，本研究では議論することができなか
ったが，大学が積極的にこうした役割を果た
していくためには，多様なステークホルダー
を含むネットワーク内でのコミュニケーシ
ョン，学部・学科の組織的抵抗，各研究者へ
の十分なインセンティブの欠如，異なる専門
領域間での共同研究の成果の評価の難しさ
など、幾つかの課題を克服する必要がある。
将来的に大学がこれまで担ってきた教育、研
究、社会貢献の機能を効果的に統合していく
ことが鍵になると思われる。 
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